
１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。
２ 職員数は、平成２１年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
平成17年3月6日に萩市、川上村、田万川町、むつみ村、須佐町、旭村、福栄村が合併。

合併に伴い廃止した萩広域市町村圏組合の職員を引き継ぐ。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（参考）実 質 収 支

332,201 6,332,506

Ｂ

（参考）類似団体平均一人当たり

住民基本台帳人口

（平成21年度末）

萩市の給与・定員管理等について

人 件 費

20年度の人件費率

21.5

人 件 費 率

Ｂ／Ａ

％平成 千円 千円 千円 ％

別紙３

区 分 歳 出 額

Ａ

人

19.5

職員数

人

32,459,41255,443

一人当たり給与費Ａ

507,584 6,155

千円 千円 千円千円 千円 千円

21年度 6,1194,462,487

平成

725

計 Ｂ職員手当 期末・勤勉手当 給与費 B/A給 料

区 分

21年度

2,849,818 1,105,085

給 与 費

105

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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（５）給与改定の状況
①月例給

②特別給

２ 一般行政職給料表の状況（平成２２年４月１日現在）

3.95
3.95月

22年度

月

（参考）

公務員の 国 の 年 間較差 勧 告

支 給 月 数（改定月数）

年間支給月数民間の支給

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

割合 A 支給月数 B A-B

平成

（参考）人事委員会の勧告

較差

BA A-B

平成

国 の 改 定 率

△ 0.19

民間給与 公務員給与

△0.19

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
パイレス比較した平均給与月額である。

区 分

（改定率）

給 与 改 定 率

22年度

％

勧 告区 分

人事委員会の勧告

４級 ５級

320,600円222,900円

１級 ２級 ３級 ６級 ７級

（単位：円）

１号給の
135,600円 185,800円 366,200円261,900円 289,200円 320,600円

309,400円

222,900円

425,100円

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

135,600円

243,700円

185,800円 366,200円

459,100円

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

356,600円

261,900円

390,500円

289,200円

403,000円
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３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

参考

366,140394,618

325,579

364,387円

322,286円

廃棄物処理
業

330,878円25人

平均給与月額

1人

405,295

25人

333,785

平均給料月額

343,970

国

44.4

359,959

― 395,666

区 分 平 均 年 齢

萩市

43.8

375,160

（国ベース）

41.9

43.5

52.3歳

平均給与月額

山口県

区 分

公務員

335,606類似団体

410,719

7人

48.7歳

うち
清掃職員

うち
その他

うち
用務員

うち
学校給食員

48.3歳

332,172円

34.1歳

48.5歳 6人

民 間

平均年齢
平均

給与月額
（Ｂ）

－

自家用乗用自
動車運転者

43.4歳

44.6歳417,674円 389,958円

平均
給料月額

うち
運転手

用務員

平均
給与月額

（Ａ）

平均
給与月額
（国ベース）

対応する民間
の類似職種

調理士

萩市 64人

Ａ/Ｂ

48.7歳 322,242円 345,168円 334,523円

平均年齢 職員数

1.42

1.41

215,000円 1.57337,006円

53.8歳－

244,300円

－ 213,600円

314,799円 336,734円 326,327円

314,839円 344,492円 52.6歳

294,000円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成19年～21年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に

支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

5,546,515円

5,396,244円

Ｃ／Ｄ

281人

国

類似団体

うち
運転手

うち
学校給食員

5,495,958円

公務員
（Ｃ）

5,560,460円

6,571,484円

3,955人

49人

49.3歳

民間
（Ｄ）

1.68

うち
用務員

1.61

うち
その他

うち
清掃職員

萩市

区 分

2,956,000円

3,008,200円

3,300,000円

48.7歳

1.86

山口県 49.6歳

参 考

284,514円

その他

328,520円

341,108円326,721円 369,461円

－ 322,291円

342,512円312,374円

4,085,100円
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③教育職（山口県）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
いて明らかにされているものである。

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

139,772

萩市

176,106

196,686

172,200

137,200

140,100

萩市

172,200

142,296 140,100

国

区 分

山口県

山口県

129,200

区 分

平均給与月額

高 校 卒技能労務職

一般行政職 大 学 卒

類似団体

平 均 年 齢 平均給料月額

高 校 卒

中 学 卒

教 育 職 大 学 卒

高 校 卒

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

307,071

256,640

経験年数２０年経験年数１０年

－ －

教 育 職

高 校 卒

－－－

－

大 学 卒

－高 校 卒

高 校 卒

314,367

経験年数１５年

354,140

中 学 卒

区 分

技能労務職

一般行政職 256,538大 学 卒
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４ 一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

（注）１ 萩市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

６ 級

係長、課長補佐の職務

人
課長の職務

3.7

0.6

特に高度の知識又は経験を必要とす
る業務を行う職務

人

人

人

区 分

５ 級

3

164

構成比

人

％

12

38.5

人

人

１ 級

職員数

190

２ 級
2.4

３ 級
33.3

主任の職務

26

18

5.3

％

標準的な職務内容

部次長の職務

４ 級

定型的な業務を行う職務

80

％

％

％

16.2

％

部長の職務７ 級

％

５級, 16.2% ５級, 16.4% ５級, 14.9% ５級, 16.6% ５級, 16.7%

６級, 3.7% ６級, 3.1% ６級, 3.6% ６級, 3.9% ６級, 4.5%
７級, 5.3% ７級, 4.7% ７級, 4.4% ７級, 3.9%

７級, 3.6%

90%

100%

（（注）平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ
統合）

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
人事評価制度の試行中であるため、人事担当者と監督職員との面談により、口頭による成績の証明を得て、昇
給を行っています。
（昇給基準）

特に良好な場合･･･8号給昇給（55歳以上は4号給）
良好な場合･･･････4号給昇給（55歳以上は2号給）
良好でない場合･･･3号級以内（55歳以上は1号給以内）

１級

0.6%

１級

0.8%

１級

1.1%

１級

2.9%

１級

3.5%

２級

2.4%

２級

3.5%

２級

4.2%

２級

4.6%

２級

6.4%

３級

33.3%

３級

33.5%

３級

34.7%

３級

32.6%

３級

30.4%

４級, 38.5% ４級, 38.0% ４級, 37.0% ４級, 35.5% ４級, 34.9%

５級, 16.2% ５級, 16.4% ５級, 14.9% ５級, 16.6% ５級, 16.7%

６級, 3.7% ６級, 3.1% ６級, 3.6% ６級, 3.9% ６級, 4.5%
７級, 5.3% ７級, 4.7% ７級, 4.4% ７級, 3.9%

７級, 3.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年の構成比 平成21年の構成比 平成20年の構成比 平成19年の構成比 平成18年の構成比
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５ 職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成２２年４月１日現在）

萩 市 （一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成21年度）

2.75 1.40

0.70

１人当たり平均支給額（平成21年度）

国

―

山 口 県

国萩 市 （一般行政職）

1.50

2.75

1,627

1.40

0.70 1.50 1.50

1,706

2.75

人事評価制度の試行中であるため、人事担当者と監督職員との面談により、口頭による成績の証明を得ていま
す。

（成績率）
１００分の１５０の範囲内

0.70

1.40

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算） ・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％15

国の制度（支給率）

59.28

大阪市

東京都特別区

支給実績（平成21年度決算）

59.28

41.34

15

59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

47.50

支給対象地域

59.28

1,908

18

23.50 30.55

33.50

23.50

41.3433.50

15

支給対象職員数

千円

477,000

18 1

0

26,223

支給率

医師 15

30.55

3

47.50

59.28

59.28

－
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(4) 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

円

％

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

行旅病死人収容手当

収納課に勤務する職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

行旅病人の救護業務に従事

感染症予防救治手当

手当の名称 主な支給対象職員

市民病院以外の職員

徴収事務手当

支給実績（平成21年度決算）

市民生活課等に勤務する職員
3時間以上、市税等の徴収及び滞納処分事
務に従事

用地取得等交渉手当

医師

福祉業務手当

汚水の流入している下水道の管渠内の検
査に従事

診療所業務手当

福祉課保護係に勤務する職員

医学研究手当

廃棄物の収集処理作業に従事

用地課等に勤務する職員

下水道業務手当

右記業務を常例とする職員

下水道建設課に勤務する職員 日額350円

1時間以上、公共用地取得・損失補償等の
ため庁外において行う交渉業務に従事

診療所長 診療所に医師として従事 月額１80,000円

し尿処理場に勤務する職員 月額2,000円塩素等有害物を取り扱う業務に従事

環境衛生課等に勤務する職員

総合事務所等に勤務する職員 1回につき5,000円火葬業務

清掃業務手当

火葬業務手当

塩素等取扱手当

4時間以上、廃棄物の収集処理作業に従事

福祉事務所等に勤務する職員

3時間以上､被保護世帯の訪問調査に従事

医学に関する試験研究業務等に従事

197,912

15.6

18種

左記職員に対する支給単価

月額4,000円

感染症の病原体に汚染された場所・物件の
消毒・収容作業

月額30,000円

日額700円

1回につき1,500円

主な支給対象業務

専ら、市税等の徴収及び滞納処分事務に
従事

1回につき3,000円

日額200円

22,364

月額4,000円

行旅死人の収容業務に従事

要介護認定事務における訪問調査に従事 月額3,000円

日額200円

深夜、重大な災害発生箇所の応急作業等

日額300円

日額300円

月額6,000円薬剤師

月額8,000円

上記以外の職員

介護保険課認定調査係に勤務する職
員

専ら、被保護世帯の訪問調査に従事

(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

254

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

209職員 １人当たり平均支給年額 （平成 20年度決算 ）

123,342

149,696支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額 （平成 21年度決算 ）

災害応急作業等手当

救急救命士として救急業務に従事

消防作業手当 消防職員 月額8,000円消防業務に従事

救助出動手当 消防職員

日額1,100円

救急出動手当 消防職員

火災出動手当 消防職員
機関員として火災により出動

高所危険業務手当 消防職員
地上10メートル以上の高所において火災・
救助業務に従事

救助出動

※平成20年4月1日から税務事務手当を廃止、福祉業務手当の一部を廃止、また徴収事務手当、福祉業務手当、清掃業務手当を
減額しています。

夜間特殊業務手当 消防職員

1回につき330円

1回につき700円

1当務につき410円

1回につき700円

1回につき520円

日額730円

1回につき520円

1回につき700円

深夜、重大な災害発生箇所の応急作業等
に従事

深夜以外に、重大な災害発生箇所の応急
作業等に従事

1回につき220円

機関員として救急業務に従事

上記以外で救急業務に従事

深夜の通信業務

上記以外で火災により出動

7



（6) その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

【借家・借間】
・家賃23,000円以下

家賃額－12,000円
・家賃23,000～55,000円

（家賃額－23,000円）×1／2＋11,000円
・家賃55,000円以上

27,000円
【自宅】
・購入5年未満 2,500円

通勤距離が2㎞以上の職員に対し、次の区分
に応じて支給

- 47,159 千円 202,399

【自動車等】
片道2～4㎞ 2,000円
4～6㎞ 4,500円

42～46㎞ 34,500円
46～50㎞ 36,300円

円

手 当 名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

・配偶者 １3,000円
・扶養親族 6,500円
・満16歳～22歳になる年度の子 5,000円加算

支給実績
（平成21年度

決算）

支給職員１人
当たり平均
支給年額

（平成21年度
決算）

扶養手当

扶養親族のある職員に対して支給

千円

住居手当

自ら家賃を支払う借家または所有する自宅等
に居住する職員に対して支給

同じ

自動車等

【交通機関利用】
運賃相当額（55,000円以下）

同じ － 229,09497,823

千円 3,424,333

千円
･部長相当職 給料×16％
・部次長相当職 給料×14％
・困難課長相当職 給料×12％
・課長相当職 給料×10％

円上限410,900円とし、一定期間経過後１年を経
過するごとに額を減じて支給する

初任給調整
手当

採用後35年以内の医師に対して支給

同じ - 10,273

異なる
国の制度は
役職ごとに
定額支給

78,690管理職手当

管理、監督の地位にある職員に対して支給

通勤手当 異なる

591,654 円

円
4～6㎞ 4,500円
6～10㎞ 7,100円
10～14㎞ 10,300円
14～18㎞ 13,500円
18～22㎞ 16,700円
22～26㎞ 19,900円
26～30㎞ 23,100円
30～34㎞ 26,300円
34～38㎞ 29,500円
38～42㎞ 32,700円

46～50㎞ 36,300円
50～54㎞ 38,100円
54～58㎞ 39,900円
58～62㎞ 41,600円
62～66㎞ 43,300円
66～70㎞ 45,000円
70～74㎞ 46,700円
74～78㎞ 48,400円
78㎞以上 50,000円

自動車等
の距離区
分、支給単
価が異なる

67,187 千円 146,377
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支給実績
（平成21年度

決算）

支給職員１人
当たり平均
支給年額

（平成21年度
決算）

手 当 名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

・部長級 8,000円
・部次長級 7,000円
・課長級 6,000円

特地勤務
手当

次の勤務地への異動に伴い、住所を移転して
勤務する職員に対して支給

異なる 円・見島支所、見島診療所、見島歯科診療所
（給料＋扶養手当）×20％

・大島出張所、大島診療所
（給料＋扶養手当）×10％

管理職特別
勤務手当

管理職手当の支給を受ける職員が、臨時又は
緊急の必要により週休日等に勤務した場合に
支給

同じ 708－

- 円

千円 723,333

15,733

基礎額23,000円とし、職員の住居から家族の
住居までの距離が100㎞以上の場合は次の区
分に応じた金額を加算
100～300㎞ 6,000円
300～500㎞ 12,000円
500～700㎞ 18,000円
700～900㎞ 24,000円
900～1,100㎞ 30,000円
1,100～1,300㎞ 35,000円
1,300～1,500㎞ 40,000円
1,500㎞以上 45,000円

円

2,170

千円

単身赴任
手当

異動によりやむを得ず単身で生活することに
なった職員で、赴任前の住居から勤務地まで
の距離が60㎞以上の職員に対して支給

同じ - - 千円

5,250宿日直手当

宿日直勤務をした職員に対して支給

同じ・一般の宿日直 4,200円
・介護・看護の宿日直 7,200円

・課長級 6,000円

夜間勤務
手当

円

－ 4,215 千円 61,087

－ 21 千円

円

正規の勤務時間として、深夜に勤務した職員
に対して支給

同じ
勤務時間1時間につき給料の時間単価の25％
を支給

9



６ 特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

退
職
手
当

-

4.15

690,000

-

820,000

収 入 役

650,000

420,000

420,000

給 料 月 額 等区 分

副 市 長

860,000

市 長

議 員

収 入 役

報

酬

給

料

収 入 役

（参考）類似団体における最高／最低額

500,000992,000

議 長

320,000

320,000

（平成21年度支給割合）

680,000

副 議 長

任期毎

議 員

副 市 長

報酬月額×在職年数×400/100

（平成21年度支給割合）

14,760,000円

期
末
手
当

副 議 長

市 長

副 市 長

議 長

345,000

345,000

市 長

295,000620,000

359,000

579,000

395,000

651,000

804,000

267,600

任期毎

560,000

3.1

報酬月額×在職年数×450/100

10,400,000円

(注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。
２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
勤めた場合における退職手当の見込額である。

当

平成18年7月1日から市長、副市長の給料を減額しています。
（ 市長86万円 ⇒ 82万円 、 副市長68万円 ⇒ 65万円 ）

備 考
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７ 職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

普
通
会
計
部
門

161 157

55

124

小 計

1

税務

労働

消防部門

726

86

23

117教育部門

57

民生

53

衛生

523

697

計

一
般
行
政
部
門

議会

土木

農林水産

商工

131

区 分

部 門

総務

平成21年

55

36

職 員 数

0

△ 4 総務管理部門、戸籍部門の合理化等

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由

48

36

1

0

51

22

0

△ 29

500

△ 4

△ 1

△ 5

△ 7

6

86

△ 23

△ 6

0

111

平成22年

6

廃棄物処理施設の合理化等

＜参考＞

総合事務所の組織改編に伴う農林水産業振興
部門の統合等

総合事務所の組織改編に伴う商工業振興部門
の統合等

90.18

△ 2

総務管理部門、住宅管理部門の合理化、まちな
み保存部門の文化財保護部門への移管等

総合事務所の組織改編に伴う窓口部門の統合
等

給食調理員の退職不補充等

58.24

＜参考＞

125.71

79.36（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。
２ [ ]内は、条例定数の合計である。

※教育部門には教育長(1人)の人数が含まれています。

263

その他

[ △72 ］
＜参考＞

合 計

公
営
企会
業計
等部
門

[ 985 ］[ 1,057 ］

24

153

27

160

27

989

23

960

小 計

53

263

59

下水道

病院

水道

△ 1

0

△ 6

7

介護認定審査業務の嘱託化、後期高齢者医療
広域連合への派遣期間満了等

医療事務の欠員補充、看護体制の強化等

総務管理業務の合理化

173.15

79.36

△ 29

0
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（2)年齢別職員構成の状況（２２年４月１日現在）

36歳 56歳48歳40歳 60歳24歳20歳 20歳 28歳 32歳 44歳 52歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

2
0
歳
未

満

2
0
～

2
3

2
4
～

2
7

2
8
～

3
1

3
2
～

3
5

3
6
～

3
9

4
0
～

4
3

4
4
～

4
7

4
8
～

5
1

5
2
～

5
5

5
6
～

5
9

6
0
歳
以

上

平成22年

の構成比

平成17年

の構成比

%

（3)職員数の推移

過去5年間の
増減率（率）

△105人 （△17.4％）

△3人 （△2.6％）

8人 （10.3％）

△100人 （△12.5％）

23人 （9.6％）公営企業等会計 計 240人 251人 256人 264人

111人

86人

697人

960人

263人

△77人 （△7.4％）

（注） １ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。（教育長を含む。）

108人

87人

739人

1,003人

523人

117人

86人

726人

989人

263人

108人

87人

786人

1,037人

568人

113人

87人

768人

1,024人

平成20年

教育

消防

普通会計 計

総合計

605人

114人

78人

797人

1,037人

平成21年 平成22年

一般行政 591人 544人 500人

平成17年

（注） ２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

（単位：人・％）

～ ～
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人
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～
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区 分
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人

～
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未満

人
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人

27歳 31歳

～ ～

人人 人

47歳

～

人

59歳

人

～

人

～

32歳

140108 93
職員数

0 99 137

人

24

人

143

年度

部門別
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８ 公営企業職員の状況

(1) 水道事業
① 職員給与費の状況
ア 決算

職員給与費 （参考）

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。
２ 職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

イ 特記事項

平成17年3月6日に萩市、川上村、田万川町、むつみ村、須佐町、旭村、福栄村が合併。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

質収支

21年度

16,873

千円

Ａ

区 分

区 分

％千円

平 均 年 齢

23

△ 34,098 28.7

職員給与費比率

191,699

区 分

668,295

21年度

28.9

142,45090,189

千円

純損益又は実

％

Ｂ Ｂ／Ａ

人

総費用

平成 千円

平成 千円

平均月収額

362,588 516,123

基本給

35,388

（参考）類似団体平均一人当たり

千円

給与費 B/A

千円

一人当たり給与費

職員数 給 与 費

期末・勤勉手当 計 Ｂ

千円千円

Ａ 給 料 職員手当

総費用に占める

萩 市 44.4

6,5676,193

占める職員給与費比率

平成20年度の総費用に

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

団体平均

1,609 千円

2.75

萩 市 （一般行政職）

546,495

362,588

366,719

516,123

－

0.70

2.75 1.40

1,627

1.40

1.500.70

萩 市

45.6

－事 業 者

1,539

団 体 平 均

44.4

萩 市 （水道事業）

１人当たり平均支給額（平成21年度）

1.50

１人当たり平均支給額（平成21年度）
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イ 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算） ・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算）

１人当たり平均支給額 千円 － 千円 １人当たり平均支給額 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額である。

※団体平均は、自己都合、定年・勧奨を合わせた平均額です。

ウ 地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

15,624千円

団体平均

－ －該当なし

一般行政職の制度（支給率）

－

－

33.50

支給率 支給対象職員数

59.28

33.50 41.34

47.50

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

59.28

支給実績（平成21年度決算）

59.28

47.50

59.28

支給対象地域

59.28

30.55

萩 市 （一般行政職）

23.50

59.28

萩 市 （水道事業）

23.50 30.55

－

41.34

－

－ 26,223 千円

エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

円

％

※平成２０年４月１日から、企業手当を廃止しています。

支給実績（平成21年度決算）

主な支給対象業務

災害応急作業手当

222

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

87.0

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

4種

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 11,100

月額 2,000円

停水業務従事手当 給水の停止に従事 日額 500円

非常出勤手当

水道工務課に勤務する職員

1回につき1,000円

災害等に従事 日額 730円 （夜間1,100円）

塩素取扱手当
塩素を取り扱う業務に従
事

時間外又は休日に予告
を受けずに非常召集さ
れた職員
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オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

通勤手当 5（６）参照

同じ

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

住居手当 5（６）参照 同じ

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同 （平成21年度決算）

職員１人当たり平均支給年額 （平成 21年度決算 ）

一般行政
職の制度と
異なる内容

7,587

平均支給年額
支給職員１人当たり

手 当 名

管理職特別勤務手当 5（６）参照 同じ

管理職手当 5（６）参照 同じ

扶養手当 5（６）参照

69

1,098

－

1,880

同じ

－

－

361

3,557

職員 １人当たり平均支給年額 （平成 20年度決算 ） 169

4,676

1,341

千円 17,250

626,660千円

千円 109,800

千円 275,059

－

191,571千円－

支給実績
（平成21年度決算）
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(2) 病院事業
① 職員給与費の状況
ア 決算

職員給与費 （参考）

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。
２ 職員数は、２２年３月３１日現在の人数である。

イ 特記事項

平成17年3月6日に萩市、川上村、田万川町、むつみ村、須佐町、旭村、福栄村が合併。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

ア 医師

歳 円 円萩 市 41.3 544,615 1,449,441

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

173,472 871,653 6,409 6,85221年度 136 449,582 248,599

千円 千円 千円 千円平成 人 千円 千円

（参考）類似団体平均

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

47.321年度 2,430,420 △ 51,423 1,165,520

平成 千円 千円 千円

占める職員給与費比率

質収支

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

区 分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

職員給与費比率 平成21年度の総費用に

％ ％

48.0

歳 円 円

歳 円

イ 医療技術員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

ウ 看護師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

エ 事務職員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

平均月収額

事 業 者 － －

団 体 平 均 44.3 345,719 527,590

37.8 289,210 458,998

萩 市 41.0 332,221 518,864

区 分 平 均 年 齢 基本給

395,361

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

事 業 者 － －

団 体 平 均

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

事 業 者 － －

457,351

団 体 平 均 －

萩 市 33.3

萩 市 34.9 278,392

258,940

事 業 者 － －

－ －

団 体 平 均 43.6 568,024 1,362,558
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③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算） ・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算）

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

1.50 0.70

萩 市 （病院事業） 萩 市 （一般行政職）

1.50 0.70

1,257 1,627

2.75 1.40 2.75 1.40

萩 市 （病院事業） 萩 市 （一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成21年度） １人当たり平均支給額（平成21年度）

団体平均

1,416千円

団体平均

１人当たり平均支給額 千円 － 千円 １人当たり平均支給額 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

千円

医師 15 15 －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（平成21年度決算） 13,844

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 922,930

773 － 26,223 6,960千円
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エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

円

％

放射線取扱手当 放射線技師
2時間以上放射線を使
用する医療行為に従事

日額 230円

1回につき2,000円
（2時間未満）

1回につき2,900円
（2～4時間）

緊急呼出手当
勤務時間外に呼出を受
け救急医療に従事

1回につき3,000円

医学研究手当
医師

薬剤師

月額 30,000円

院長 月額 40,000円

副院長 月額 35,000円

月額 6,000円

医学に関する試験研究
業務等に従事

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症の病床を担当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度） 86.0

手当の種類（手当数） 6種

支給実績（平成21年度決算） 27,967

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 239,037

感染症予防救治手当

夜間看護手当 看護師

正規の勤務時間の一部
又は全部が午後10時～
翌午前5時の間に行わ
れる看護等の業務に従
事

月額 6,000円

日額 200円

日額 290円

1回につき3,300円
（4時間以上）

感染症の病原体に汚染
された物件を直接取り扱
う

常例に放射線管理区域
内で作業

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

524

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

1回につき2,000円
（2時間未満）

救急患者特殊搬送手当 医師

事

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ） 73,341

職員 １人当たり平均支給年額 （平成 21年度決算 ）

１回につき１時間当たり2,470円
（日没から日出まで）

１回につき１時間当たり1,900円
（上記以外の時間）

ヘリコプターに搭乗し、
救急患者搬送の業務に
従事

71,882

職員 １人当たり平均支給年額 （平成 20年度決算 ） 536
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カ その他の手当（平成２２年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

14,696

12,020

－

千円 397,178

4,192,660

0

7,584 千円

千円 0

千円 445,191

0 千円 0

61,177

管理職特別勤務手当 ５（６）参照 同じ －

管理職手当 ５（６）参照 同じ －

通勤手当 ５（６）参照 同じ － 5,995 千円

同じ －

17,650

（平成21年度決算）

12,610 千円 194,014

千円 232,239

支給職員１人当たり
手 当 名 内容及び支給単価 （平成21年度決算） 平均支給年額

一般行政職
の制度との
異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

扶養手当 ５（６）参照

支給実績

異なる
職種に応じ
て単価が異

なる

住居手当 ５（６）参照 同じ

同じ － 124,332

千円

夜間勤務手当 ５（６）参照

初任給調整手当 ５（６）参照

単身赴任手当 ５（６）参照 同じ －

同じ －

宿日直手当

宿日直勤務をした職員に
支給
・医師 20,000円
・看護師 5,200円

62,890
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